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１. 2006年 9月中間期の連結業績（2006年 4月 1日 ～ 2006年 9月 30日）
(1)連結経営成績 　　　　（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2006年 9月中間期 63,091 1.5 2,948 △ 20.2 2,962 △ 19.3
2005年 9月中間期 62,141 1.9 3,693 2.0 3,672 9.1
2006年 3月期 135,627 9,708 9,185

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

2006年 9月中間期 1,284 △ 15.8 6.94 -
2005年 9月中間期 1,525 8.7 8.23 -
2006年 3月期 5,171 27.61 -
(注)①持分法投資損益            2006年 9月中間期  114 百万円      2005年 9月中間期  7 百万円          2006年 3月期  12 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　2006年 9月中間期  185,065,267 株　2005年 9月中間期  185,435,844 株　2006年 3月期  183,436,666 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産 純　資　産      自己資本比率 　１株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭

2006年 9月中間期 189,555 102,210 53.5 548.88
2005年 9月中間期 173,471 92,413 53.3 505.60
2006年 3月期 185,203 98,357 53.1 535.26
（注）期末発行済株式数（連結）　2006年 9月中間期  184,645,046 株　2005年 9月中間期  182,777,844 株　2006年 3月期  183,556,751 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による  　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

2006年 9月中間期 2,193 △ 5,295 937 4,397
2005年 9月中間期 3,086 △ 5,555 1,641 5,150
2006年 3月期 11,307 △ 9,648 △ 1,088 6,542

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  32　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）1　社   持分法（新規）1　社  （除外）　0　社

２. 2007年 3月期の連結業績予想（ 2006年 4月 1日  ～  2007年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 145,000 11,500 5,700
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    30円  87銭 

※　上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。
　当社グループの事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が
　記載の予想数値と異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の8ページを参照して下さい。
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１．企業集団の状況 

 
当企業集団は、当社及び子会社３６社（内、連結子会社３２社）、関連会社６社（内、持分法適用

会社２社）から構成され、機能製品、化学製品、樹脂製品の製造・販売をその主な事業内容とし、更

に各事業に関連する設備の建設・補修、物流、環境対策及びその他のサ－ビス等の事業活動を行って

おります。 
 
当企業集団の事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次の通りであります。 

 
（１） 機能製品事業（当社及び連結子会社５社、非連結子会社で持分法非適用会社１社、関連

会社で持分法非適用会社２社） 
 

・ 当社は、機能樹脂、炭素製品の製造・販売を行っております。 
・ クレハ GmbH は、欧州において当社の各種機能製品の販売を行っております。 
・ クレハ・アメリカ INC.は、米国において当社の各種機能製品の販売を行っております。又、米

国において PPS 樹脂の製造・販売を行っておりますフォートロン・インダストリーズ LLC に

出資を行っております。 
・ 加古川プラスチックス㈱は、金属蒸着樹脂製品の製造・販売を行っております。 
・ レジナス化成㈱は、錦商事㈱の子会社であり機能製品の製造・販売を行っております。 
・ 上海呉羽化学有限公司は、中国において炭素製品の製造・販売を行っており、当社は同社に対

し原料を供給する一方、同社製品の購入を行っております。 
 
（２） 化学製品事業（当社及び持分法適用関連会社１社、関連会社で持分法非適用会社２社） 
 

・ 当社は、無機薬品、有機薬品、医薬品、動物用医薬品、農薬、農材の製造・販売を行っており

ます。 
・ ルトガ－ス・クレハ・ソルベンツ GmbH は、ドイツにおいて感圧複写紙用溶剤の製造・販売を

行っており、当社は同社に対し技術供与を行っております。 
 
（３） 樹脂製品事業（当社及び連結子会社８社、持分法適用関連会社１社、非連結子会社で持

分法非適用会社１社） 
 

・ 当社は、食品包装材、家庭用品、合成繊維等の原料の供給及び製品の販売を行っております。 
・ クレハプラスチックス㈱は、食品包装材の製造・販売を行っており、当社は同社に対し原料を

供給する一方、同社製品の購入を行っております。 
・ クレハ合繊㈱は、合成繊維の製造・販売を行っており、当社は同社に対し原料を供給する一方、

同社製品の一部の購入を行っております。 
・ クレハ エクステック㈱は、合成樹脂製品の製造・販売を行っており、当社は同社製品の一部

の購入を行っております。 
・ クレハロン・インダストリ－B.V.は、オランダにおいて食品包装材の製造・販売を行っており、

当社は同社に対し、原料を供給しております。 
・ クレハ・ヨ－ロッパ B.V.は、クレハロン・インダストリ－B.V.に対し出資を行っている他に、

欧州における食品包装材事業の子会社３社に対する出資を行っております。 
・ 南通匯羽豊新材料有限公司は、中国において食品包装材の原料の製造・販売を行っており、当

社は同社に対し技術供与を行っております。 
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（４）その他事業（連結子会社１９社、非連結子会社で持分法非適用会社２社） 
 

・ ㈱クレハ環境（2006 年 4 月 1 日「呉羽環境㈱」から社名変更）は、産業廃棄物処理事業を行っ

ており、当社は同社に対して同業務の一部を委託しております。 
・ ㈱クレハ分析センターは、各種物質の分析・測定及び環境アセスメントを行っており、当社は

同社に製品の検査業務の一部を委託しております。 
・ クレハエンジニアリンググループ（㈱クレハエンジニアリング及びその子会社 1 社）は、産業

設備の設計・工事監理及び運転保守管理並びに環境保全事業を行っており、当社は同グループ

に対して同業務の一部を委託しております。 
・ クレハ建設グループ（クレハ建設㈱（2006 年 10 月 1 日「クレハ錦建設㈱」に社名変更）及び

その子会社 3 社）は、土木・建築工事の施工請負を行っており、当社は同グループに対して同

業務の一部を発注しております。 
・ クレハ運輸グループ（クレハ運輸㈱（2006 年 4 月 1 日「呉羽運輸㈱」から社名変更）及びその

子会社 6 社）は、運送及び倉庫業務を行っており、当社は同グループに対して同業務の一部を

委託しております。 
・ 錦商事㈱は、機能製品・化学製品・樹脂製品等の販売を行っており、当社は製品の一部を同社

を通じて販売を行うと共に、原料の一部について同社を通じて購入しております。 
・ クレハサービスグループ（クレハサービス㈱及びその子会社１社）は、不動産の売買、賃貸及

び管理・サービス事業を行っており、当社は同グループに対して同業務の一部を委託しており

ます。 
・ 呉羽スタッフサービス㈱（2006 年 10 月 1 日「クレハスタッフサービス㈱」に社名変更）は、

労働者派遣事業、製造業務の請負及び物流業務を行っており、当社は同社に対して同業務の一

部を委託しております。 



企業集団等の状況　系統図

　（機能製品事業：連結子会社 ５社） 　　　（化学製品事業：持分法適用関連会社 １社）

ｸ ﾚ ﾊ GmbH 製品の販売 技術供与等 ﾙﾄｶﾞｰｽ･ｸﾚﾊ･

ｿﾙﾍﾞﾝﾂGmbH

ｸ ﾚ ﾊ ･ ｱ ﾒ ﾘ ｶ INC. 製品の販売 他に

加古川ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ ｽ㈱

ﾚ ｼ ﾞ ﾅ ｽ 化 成 ㈱ 　（その他事業：連結子会社 １９社）

原料の供給 産業廃棄物処理の委託 ㈱ ｸ ﾚ ﾊ 環 境

　製品の購入

検査業務の委託 ㈱ ｸ ﾚ ﾊ 分 析 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

他に

㈱ｸ ﾚ ﾊ ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ

工場設備設計･工事監理等の委託 その他１社

ｸ ﾚ ﾊ 建 設 ㈱

 　工場設備建設の発注 その他３社

（樹脂製品事業：連結子会社 ８社 ｸ ﾚ ﾊ 運 輸 ㈱

 　　 　　　　　持分法適用関連会社 １社）  　製品の運送保管の委託 その他６社

ｸ ﾚ ﾊ ﾌ ﾟ ﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ ｽ ㈱ 　製品の購入 製品の販売

　原料の購入

ｸ ﾚ ﾊ 合 繊 ㈱ 　製品の購入

ｸ ﾚ ﾊ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ㈱

ｸ ﾚ ﾊ ｴ ｸ ｽ ﾃ ｯ ｸ ㈱ 　製品の購入 不動産管理等の委託 その他１社

ｸﾚﾊﾛ ﾝ ･ ｲ ﾝ ﾀ ﾞ ｽ ﾄ ﾘ ｰ B.V. 製造業務等の委託 呉羽 ｽ ﾀ ｯ ﾌ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ㈱

↑出資 　原料の供給等

ｸ ﾚ ﾊ ･ ﾖ - ﾛ ｯ ﾊ ﾟ B.V. 他に

↓出資

その他欧州包材３社

南通匯羽豊新材料 連結子会社　 ３２社

有限公司

他に 持分法適用関連会社 ２社

非連結子会社で持分法非適用会社 ４社

関連会社で持分法非適用会社 ４社

製品（ｻｰﾋﾞｽ）の流れ

主な取引の流れ

注）１．その他事業の錦商事㈱につきましては、機能・化学・樹脂の各製品の販売も行っております。

　　２．ｸﾚﾊ建設㈱は、2006年8月当社による株式取得により非連結子会社となりました「錦興業㈱」と10月1日に合併し、

　　　　社名を「ｸﾚﾊ錦建設㈱」に変更しております。

　　３．呉羽ｽﾀｯﾌｻｰﾋﾞｽ㈱は、2006年10月1日に社名を「ｸﾚﾊｽﾀｯﾌｻｰﾋﾞｽ㈱」に変更しております。

非連結子会社で持分法
非適用会社 １社

非連結子会社で持分法
非適用会社 ２社

取　　　　　　　　　　引　　　　　　　　　　先 

株
　
式
　
会
　
社
　
　
ク
　
レ
　
ハ

関連会社で持分法非適
用会社 ２社

上海呉羽化学有限公司

関連会社で持分法非適
用会社 ２社

非連結子会社で持分法
非適用会社 １社

錦 商 事 ㈱

－3－



 - 4 - 

２．経営方針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

 

当社グループは「常に変革を行い成長し続け、グローバルに通用する戦略的スペシャリ

ティ・カンパニー」の実現を目指しております。 
又、コンプライアンス（法令及び社会的規範の遵守）を重視し、公正で自由な競争に基

づく事業活動、正確で有用な情報の適時適切な開示、地域社会への積極的な貢献、地球環

境の保護などにも当社グループをあげて真摯に取り組んでまいります。 
以上を経営の基本方針とし、当社グループ全体の企業価値を最大限に高めてまいります。 

 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

 

当社は、まず利益を向上させ、又、資産効率を高めることにより企業価値を向上さ

せることが株主の皆様の利益につながるものと考えております。利益の配分について

は、業績変動の影響はあるものの、まず安定的・継続的な配当を実施することが肝要

であり、その上で企業体質の強化・将来の事業展開に備えた内部留保に充当すること

を基本方針としております。配当については、これらのバランスを考慮しながら 1株

あたりの配当額を着実に上げ、内部留保資金については長期的な競争力の強化を図る

べく、重点事業分野における新設・増設投資、研究開発投資に充当する考えでおりま

す。又、株主の皆様への利益還元の一環として、あるいは株式交換による事業買収等

に備えて自己株式の買い入れを継続的に実施してまいります。 

  なお、2006 年 6 月 28 日開催の株主総会において、会社法第 459 条第 1 項に基づき

「剰余金の配当等を取締役会が決定する旨」の定款の変更を決議しております。 

 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

 

投資単位の引下げは、個人投資家層の株式市場への参加を促し、市場を活性化する

うえにおいて効果的な施策の一つであると認識しておりますが、現状の当社の株価水

準、株式の流動性等を勘案いたしますと直ちに実施すべき状況にはないものと考えて

おります。  

今後とも株式市場の動向や業績を考慮し、株主重視の観点から慎重に検討いたした

いと考えております。 
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（４）目標とする経営指標 

 
当社グループでは、「収益拡大を伴う業容拡大」の実現と企業価値向上を重視する観点

から「売上高」、「営業利益」、「株主資本利益率（ＲＯＥ）」を目標とする経営指標とし、

その向上に取り組んでまいります。 
 

（５）中長期的な会社の経営戦略 

 
当社グループは、「新中期経営計画 Big Jump（2005 年度～2008 年度）」（略称：「中計

Big Jump」）で定めた事業戦略を機動的に実行し、「既存事業の強化と更なる拡大」、「新

規事業の早期立ち上げ」を通して、「収益拡大を伴う業容拡大」の実現と企業価値向上を

重視した経営を行ってまいります。 
具体的には、高機能材、ハイバリア包装材、医薬・農薬、環境関連事業を主要牽引事業

と位置付け、これらの分野での適宜かつ積極的な設備投資とグローバル展開により事業拡

大を図ってまいります。同時に低採算事業の合理化による競争力の強化、事業活動を支え

る物流機能及び本社間接機能の強化に、当社グループ全体で取り組んでまいります。 

 

（６）会社の対処すべき課題 

 
「中計 Big Jump」の達成こそが当社グループにとっての最大の経営課題であると認識

しております。そのため、①重点的に資源を投入している主要牽引事業での業容及び利益

の拡大、②全事業における徹底的な収益改善の実行、③重要研究テーマへの資源集中によ

る早期事業化、に取り組んでまいります。 

 

（７）親会社等に関する事項 
 
該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 
 
Ⅰ 経営成績 

 
（１） 当中間期の概況 

（百万円） 
 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間純利益 

１株当たり

中間純利益

2006 年９月中間期 ６３，０９１ ２，９４８ ２，９６２ １，２８４ ６円９４銭

2005 年９月中間期 ６２，１４１ ３，６９３ ３，６７２ １，５２５ ８円２３銭

増  減 ９５０ △ ７４５  △ ７１０  △ ２４１ △１円２９銭

当中間業績予想（注） ６３，０００ ── ３，０００ １，０００ ──

増  減 ９１ ── △ ３７ ２８４ ──

 （注）2006 年 5 月公表の当初業績予想であります。 
 

当中間期のわが国経済は、輸出・設備投資・個人消費の拡大により緩やかな景気回復基調を維持して

おりますが、個人消費における選別的購買姿勢は根強く、原燃料価格高騰を十分に製品価格転嫁し得る

環境には至りませんでした。 
化学工業におきましては、米国・中国等の景気拡大、為替など輸出環境は良好でしたが、累積的な原油

価格高騰に対して製品価格転嫁が追い付けないのみならず、一部に需要減退を招くなど、企業業績への圧

迫が益々顕著になってまいりました。 
当社及びグループ各社はこのような状況のもとで、「新中期経営計画 Big Jump」（略称：「中計 Big 

Jump」）２年目に当たり、集中事業の業容拡大と全事業における徹底的な収益改善に引き続き注力して、

定量計画の確実な達成に取り組んだ結果、当期首に策定した中間期の利益計画をほぼ達成し、又、通期で

は前期に比べ増益の当初予想利益を達成する見込みであります。当中間期の売上高は当初業績予想比

0.1%増、前年同期比 1.5％増の 630 億 91 百万円、経常利益は当初業績予想比 1.3%減、前年同期比 19.3％
減の 29 億 62 百万円となりました。 

中間純利益につきましては、特別損失として燃料費削減を目指した自家発電設備更新に伴う旧発電設備

等の固定資産除却売却損 16 億 39 百万円を計上した結果、当初業績予想比 28.4％増、前年同期比 15.8％
減の 12 億 84 百万円となりました。 

 
（２）当中間期のセグメント別の概況 

（百万円） 
売    上    高 営  業  利  益  

当中間期 前中間期 増 減 当中間期 前中間期 増 減 

機能製品事業 16,654 14,999 1,654 1,619 1,646 △ 26

化学製品事業 13,859 14,960 △ 1,101 1,210 2,122 △ 911

樹脂製品事業 22,825 21,964 860 195 △ 215 410

その他事業 9,752 10,217 △ 464 369 423 △ 53

消  去 － － － △ 447 △ 283 △ 163 

連結合計 63,091 62,141 950 2,948 3,693 △ 745
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機 能 製 品 事 業 
 
機能樹脂のうち、PPS 樹脂は自動車用途及び電気・電子素材用途の需要拡大に対応して生産能力増強

を行っており、米国における PPS 樹脂の合弁事業も好調に推移し、前年同期に比べ売上げは増加いたし

ましたが、設備投資初年度の定率償却負担及び 2006 年９月上旬のプラント火災事故の影響も一部あり、

営業利益は減少いたしました。 
ふっ化ビニリデン樹脂は工業用素材用途及びリチウムイオン二次電池用バインダー用途の、機能性コン

パウンドは電子材料用途の、それぞれ需要拡大により、前年同期に比べ売上げは増加いたしましたが、設

備及び開発に係る投資負担が大きく、これら製品の営業利益は小幅の増加に留まりました。 
炭素製品のうち、球状活性炭については輸出が減少し、炭素繊維については熱処理炉用断熱材用途の需

要拡大がありましたが、原燃料価格高騰もあり、これら製品の営業利益は前年同期に比べ減少いたしまし

た。 
電気・電子素材用途向けの金属蒸着フィルムは、需要先の在庫調整から回復して、売上げ、営業利益共

に前年同期に比べ増加いたしました。 
この結果、本セグメントの売上高は前年同期比 11.0％増の 166 億 54 百万円となりましたが、営業利益

は前年同期比 1.6％減の 16 億 19 百万円となりました。 
 
化 学 製 品 事 業 
 
医薬・農薬分野では、2006 年 4 月の薬価引下げにより抗悪性腫瘍剤「クレスチン」の売上げは減少、

慢性腎不全用剤「クレメジン」の売上げはほぼ横這いに推移し、農業用殺菌剤「メトコナゾール」は輸出

が減少して、この分野の営業利益は前年同期に比べ減少いたしました。 
工業薬品分野では、クロルベンゼン類は輸出を中心に販売価格が軟調に推移いたしましたが、か性ソー

ダ・塩酸等は原燃料価格高騰の製品価格転嫁が浸透して、この分野の営業利益は前年同期に比べ増加いた

しました。 
この結果、本セグメントの売上高は前年同期比 7.4％減の 138 億 59 百万円となり、営業利益は前年同

期比 43.0％減の 12 億 10 百万円となりました。 
 
樹 脂 製 品 事 業 
 
業務用食品包装材分野では、国内については熱収縮多層フィルムを除き、塩化ビニリデン・フィルム、

非収縮多層フィルム、多層ボトル、ハイバリア・ラミネート基材「ベセーラ」の売上げは減少いたしまし

たが、販売価格適正化及び樹脂加工子会社を含めた採算改善に注力し、欧州子会社の業績回復も加わって、

この分野の営業利益は前年同期に比べ増加いたしました。 
  コンシューマー・グッズ分野では、釣糸「シーガー」は生産計画の下半期ずれ込みの影響が出ましたが、

家庭用食品包装材「NEW クレラップ」は３年連続のリニューアルを実施して販売価格適正化を図り、こ

の分野の売上げ、営業利益共に前年同期に比べ増加いたしました。 
包装機械の輸出は競争激化により販売価格が低下いたしましたが、中国向けの塩化ビニリデン・コンパ

ウンドは需要先の拡大を進めて販売数量・価格の引上げに注力し、営業利益は前年同期に比べ改善いたし

ました。 
この結果、本セグメントの売上高は前年同期比 3.9％増の 228 億 25 百万円となり、前年同期の営業損

失から１億 95 百万円の営業利益に転換いたしました。 
 

そ の 他 事 業 
 

 環境関連分野は、産業廃棄物処理の増加により売上げは増加いたしましたが、医療廃棄物処理の減少、

運送費等の増加により、営業利益は減少いたしました。 
建設関連分野は、前中間期は繰越工事高が大きく、当中間期は小さかったため、売上げ、営業利益共に
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減少いたしました。 
 運輸・倉庫関連分野は、厳しい受注環境のなか売上げを増加させましたが、燃料費高騰により営業利益

は減少いたしました。 
以上の結果、本セグメントの売上高は前年同期比 4.5％減の 97 億 52 百万円となり、営業利益は前年同

期比 12.7％減の３億 69 百万円となりました。 
 
（３）通期の見通し 

（百万円） 
 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

１株当たり

当期純利益

2007 年 3 月期 １４５，０００ １２，０００ １１，５００ ５，７００ ３０円８７銭

2006 年 3 月期 １３５，６２７ ９，７０８ ９，１８５ ５，１７１ ２７円６１銭

伸 長 率 ６．９％ ２３．６％  ２５．２％  １０．２％ １１．８％

 
今後のわが国の経済見通しにつきましては、景気回復の持続が期待されておりますが、原油価格の再上

昇、米国及び中国経済の減速、金利上昇等の懸念が残されております。 
このような環境下で、「機能製品事業」におきましては、PPS プラント火災事故の影響を 小限に止

めて生産能力増強の効果を 大限生かすと共に、海外生産及び生産委託の拡大によりコスト競争力強化を

図ってまいります。「化学製品事業」におきましては、原燃料価格高騰の製品価格転嫁をさらに推進する

と共に、引き続き医薬・農薬の市場拡大を図ってまいります。2006 年 11 月「クレメジン」の海外展開

について三菱ウェルファーマ株式会社に技術導出し、欧米展開を加速していくこととなります。「樹脂製

品事業」におきましては、業務用食品包装材の厳しい状況を打開すべく引き続き注力すると共に、中国に

おける製造合弁を軌道に乗せ、コンシューマー・グッズでは「NEW クレラップ」販売価格適正化と合わ

せて、「シーガー」の積極的拡販により、営業利益の改善を目指してまいります。「その他事業」におき

ましても、原価低減及び高付加価値化を推進して、当下半期からの挽回を図ってまいります。これら諸施

策を通じて、当社及びグループ各社は、当初の年間利益目標を達成するべく努力を重ねてまいります。 
以上の具体的施策に基づく通期の連結業績見通しといたしましては、売上高は 1,450 億円（前期比 6.9％

増）、経常利益は 115 億円（前期比 25.2％増）、当期純利益については 57 億円（前期比 10.2％増）と

しております。売上高については建設関連分野における企業取得により当初業績予想比 30 億円増（2.1%
増）を見込んでおりますが、経常利益、当期純利益については一部子会社の業績低下により当初業績予想

どおりの利益を見込んでおります。 
 
 

Ⅱ 財政状態 
 
（１） 当中間期の概況 

（百万円） 
 当中間期 前中間期 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー ２，１９３ ３，０８６  △８９２

投資活動によるキャッシュ・フロー △５，２９５ △５，５５５ ２６０

財務活動によるキャッシュ・フロー ９３７ １，６４１ △７０３

現金及び現金同等物換算差額 １９ △１９ ３８

連結子会社の決算期変更による現金及び現金同等物の減少額 － △４ ４

現金及び現金同等物の減少額 △２，１４４ △８５１ △１，２９２

現金及び現金同等物の期首残高 ６，５４２ ６，００１ ５４０

現金及び現金同等物の中間期末残高 ４，３９７ ５，１５０ △７５２

借入金及び社債の中間期末残高 ３６，６１１ ３７，９３０ △１，３１８
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 当中間期末における現金及び現金同等物残高は、43 億 97 百万円となり、前中間期末より 7 億 52 百万円

減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
 
営業活動によるキャッシュ・フロー 
 営業活動の結果、キャッシュ・フローは前中間期と比較して 8 億 92 百万円減少し 21 億 93 百万円となり

ました。税金等調整前中間純利益が減少するとともに、法人税等の支払額が増加したことにより減少いたし

ました。 
投資活動によるキャッシュ・フロー 
 投資活動によるキャッシュ・フローは 52 億 95 百万円の支出となりました。錦興業㈱の株式取得を行う

一方で、株式売却等を行うことにより、前中間期との比較では 2 億 60 百万円の支出が減少いたしました。 
財務活動によるキャッシュ・フロー 
 財務活動によるキャッシュ・フローは 9 億 37 百万円の収入となりました。手元資金の削減により、当中

間期は有利子負債の増加を極力抑え、前中間期との比較では 7 億 3 百万円の収入が減少いたしました。 
以上の結果、借入金は前中間期末との比較では 13 億 18 百万円減少いたしましたが、前期末比較では 12

億 27 百万円増加いたしました。 
 
 
（２）通期の見通し 
 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が増加する一方、資産の増加による支出

が増加し、前年度とほぼ横這いとなる見込みです。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資支出の

増加により、前期より支出が増加する見込みです。財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得

による支出が減少することから、前年度より支出が減少する見込みです。その結果、当期末の現金及び現金

同等物の期末残高は前期末とほぼ横這いとなる見込みです。 
 
 
（３）キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 2004年9月期 2005年3月期 2005年9月期 2006年3月期 2006年9月期

自己資本比率(%) ５３．５ ５３．９ ５３．３ ５３．１ ５３．５

時価ベースの自己資本比率(%) ４５．９ ４９．９ ５６．６ ６４．１ ５１．７

債務償還年数（年） ７．８ ２．８ ６．１ ３．１ ８．３

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ ９．９ ２４．６ １３．２ ２３．７ ８．０

（注）自己資本比率：（純資産－少数株主持分）／総資産 
   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

（中間期の債務償還年数：有利子負債／（営業キャッシュ・フロー×２）） 
   ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額 
＊  各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
＊ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（連結）により算出しております。 
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Ⅲ 事業等のリスク 

 

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のよう 
なものがあります。 

   なお、以下の記載において将来に関する事項は、本中間決算短信提出日現在におけるものとなってお 
  ります。 
 

① 業績の変動要因について 
当社グループの事業分野は、PPS樹脂、ふっ化ビニリデン樹脂、炭素製品等を中心とする「機能製品

事業」、農薬、医薬品、工業薬品等を中心とする「化学製品事業」、食品包装材、家庭用品を中心とす

る「樹脂製品事業」、更に環境関連事業や上記事業に関連する設備建設・補修、物流等の事業を含む「そ

の他事業」と多岐にわたっており、地域的にも国内及び欧州、北米、中国において事業展開しておりま

す。 

従いまして事業遂行上のリスクとしては、国内外の景気動向、製品の市場価格動向や薬価改定の動向、

ナフサ・重油等の原燃料価格動向、為替相場の変動、海外事業におけるカントリーリスク等、多岐にわ

たりますが、同時にリスクの分散化も図られております。 

又、当社グループは当中間期末において、短期的な売買を目的としない有価証券及び投資有価証券を

合計で379億97百万円(連結総資産の20%)保有しており、株式市場における時価や発行会社の財政状態

の著しい変化により、当社グループの業績及び財政状態が影響を受ける可能性があります。 

又、当社グループは化学製造業を中核事業としており、製造物に関するリスク、製造行為に係るリ

スクを強く認識しておりますので、レスポンシブル・ケア活動への継続的な取り組みに注力しておりま

す。特に、主要製品の製造がいわき工場に集中していることによるリスクを意識し、当事業所を中心に

環境保全や安全確保に関する取り組みを不断に進めております。しかしながら、2006 年 9 月 7 日早朝、

当社いわき工場の PPS 樹脂製造プラントで火災事故が発生いたしました。この火災での人的被害や排水

汚染等はございません。又、現在まで近隣住民からの被害報告はあがっておりません。当該プラントに

ついても 10 月 15 日に復旧工事が完了し、10 月 19 日には行政当局の許可も下り、操業を再開してお

ります。 
当社といたしましては，火災原因に対し安全対策を講ずることにより再発防止に努め、今後このよ

うな事態が二度と発生することがないよう万全を尽くす所存であります。 

 

② その他 
2005年7月に当社に対して、プラスチック添加剤事業に関連して独占禁止法違反の疑いにより公正取

引委員会から、約2億70百万円の課徴金納付命令が出されました。当社はこれに対して審判手続の開始

を請求し、現在審判が係属中であります。 

 米国においては、当該事業に関連して当社米国子会社が独占禁止法違反の疑いで当局より調査を受け

ておりましたが、起訴に至ることなく調査が終了しております。又、当社米国子会社に対して直接購入

者集団訴訟等の民事訴訟が４件提起され、その内、主たる訴訟である直接購入者集団訴訟については和

解が確定しております。他の３件の民事訴訟については現在も継続中でありますが、当社は違法な行為

は一切存在していないと確信しております。 

尚、当該事業は 2003 年 1 月にローム・アンド・ハース社に事業譲渡済みであります。 
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４. 中 間 連 結 財 務 諸 表 等 

 

（１）中間連結貸借対照表 
（単位：百万円）  

前中間連結会計期間末 
(2005年9月30日現在)  

当中間連結会計期間末 
(2006年9月30日現在) 

前連結会計年度 
 

(2006年３月31日現在) 
        期  別 

 

  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
  〈 資 産 の 部 〉       
Ⅰ 流 動 資 産   ％  ％  ％ 
 現 金 及 び 預 金 ５，１５０   ４，３９７   ６，５４２  
 受取手形及び売掛金 ２８，８７１   ３２，２０９  ３３，９６２  
 有 価 証 券 １６   ５   ５０６  
 た な 卸 資 産 １９，７３０   ２２，８６６  ２０，３９０  
 繰 延 税 金 資 産 ２，０７９  ２，２５７  ２，２６１  
 そ の 他  ５，０３９   ３，７４５     ３，２９７  
 貸 倒 引 当 金 △   ２５６  △   ２４６  △   ２４４  
 流 動 資 産 合 計 ６０，６３０ 35.0 ６５，２３６ 34.4 ６６，７１５ 36.0 
        
Ⅱ 固 定 資 産       
１． 有 形 固 定 資 産       
 建物及び構築物 ２４，７１７  ２６，１２０  ２４，０９２  
 機械装置及び運搬具 ２１，９８０  ２７，６８５  ２１，５０４  
 工具器具及び備品 ２，０２６  ２，１８３  ２，１３６  
 土 地 １３，１４１  １２，７０４  １２，７４３  
 建 設 仮 勘 定 ８，１１８  １，８５６  １０，４０５  
 有形固定資産合計 ６９，９８５ 40.3 ７０，５４９ 37.2 ７０，８８２ 38.3 
        
２． 無 形 固 定 資 産 ２，０４９ 1.2 １，５６８ 0.8 １，７７４ 1.0 
        
３． 投資その他の資産       
 投 資 有 価 証 券 ２９，２８１  ３７，９９１  ３２，７９２  
 出 資 金  ４，９４０  ６，００５  ５，５８０  
 長 期 貸 付 金 １，９２８  ２，０５３  １，８９９  
 繰 延 税 金 資 産  １，６１７  ３，３１５  ２，６１２  
 そ の 他 ３，３９４  ３，２３３  ３，２３４  
 貸 倒 引 当 金 △   ３５５  △   ４１６  △   ３１１  
 投資その他の資産合計 ４０，８０６ 23.5 ５２，１８４ 27.6 ４５，８０７ 24.7 

 固 定 資 産 合 計 １１２，８４１ 65.0 １２４，３０１ 65.6 １１８，４６３ 64.0 

        
Ⅲ 繰 延 資 産       
 社 債 発 行 費  ――   １８  ２４  
 繰 延 資 産 合 計 ――  ― １８ 0.0 ２４ 0.0 

資 産 合 計 １７３，４７１ 100.0 １８９，５５５ 100.0 １８５，２０３ 100.0 

 
 
 
 
 



                           -12-

  （単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 
(2005年9月30日現在) 

当中間連結会計期間末 
(2006年9月30日現在) 

前連結会計年度 
 

(2006年3月31日現在) 
        期  別 

 

  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
 〈 負 債 の 部 〉       
Ⅰ 流 動 負 債  %  %  % 
 支払手形及び買掛金 １５，３５０  １９，９３５  １９，４２３  
 短 期 借 入 金 ２６，０４８  ２１，８３９  １９，３０９  
 未 払 金 ５，２００  ５，７７０  ５，９１０  
 未 払 法 人 税 等 １，９０８  １，６２１  ２，８５９  
 未 払 費 用  ３，４５７  ４，０５４  ４，１１３  
 賞 与 引 当 金 １，９１４  １，８８０  １，８６５  
 役 員 賞 与 引 当 金 ――  ３２  ――  
 構造改革費用引当金 ５６０  ２７６  ５３９  
 そ の 他 ３，１１６  ４，２２０  ３，１８１  
 流 動 負 債 合 計 ５７，５５６ 33.2 ５９，６３１ 31.5 ５７，２０３ 30.9 
              
Ⅱ 固 定 負 債             
 社 債      ――   ５，０００  ５，０００  
 長 期 借 入 金 １１，８８２  ９，７７１   １１，０７４  
 繰 延 税 金 負 債 ６，２１１  ８，６０９  ７，７３６  
 退 職 給 付 引 当 金 ２，５１７  ２，１５８  ２，３６１  
 役員退職慰労引当金 ６１８  ６９５  ７０１   
 連 結 調 整 勘 定 ９７２  ――  ８７７  
 負 の の れ ん      ――   ９１９  ――   
 そ の 他 ５７８  ５５８  ６６０  
 固 定 負 債 合 計 ２２，７８１ 13.1 ２７，７１４ 14.6 ２８，４１１ 15.3 
 負 債 合 計 ８０，３３８ 46.3 ８７，３４５ 46.1 ８５，６１５ 46.2 
        
 〈少数株主持分〉        
 少 数 株 主 持 分 ７２０ 0.4      ――  ― １，２２９ 0.7 
        
 〈 資 本 の 部 〉       
Ⅰ 資 本 金 １２，４６０ 7.2      ――  ― １２，４６０ 6.7 
Ⅱ 資 本 剰 余 金 ９，８５８ 5.7      ――  ― ９，８３８ 5.3 
Ⅲ 利 益 剰 余 金 ６４，６２９ 37.2      ――  ― ６７，５４５ 36.5 
Ⅳ その他有価証券評価差額金 ９，６６７ 5.6      ――  ― １１，９２１ 6.4 
Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 △   ５３２ △0.3      ――  ― △   ２０９ △0.1 
Ⅵ 自 己 株 式 △ ３，６７０ △2.1      ――  ― △ ３，１９８ △1.7 
 資  本  合  計 ９２，４１３ 53.3      ――  ― ９８，３５７ 53.1 
負債、少数株主持分及び資本合計  １７３，４７１ 100.0      ――  ― １８５，２０３ 100.0 
              
 〈 純 資 産 の 部 〉       
Ⅰ 株 主 資 本             
 資 本 金   １２，４６０ 6.6   
 資 本 剰 余 金   １０，０１４ 5.3   

 利 益 剰 余 金   ６７，７５１ 35.7   

 自 己 株 式   △ ２，７２８ △1.5   

 株 主 資 本 合 計   ８７，４９７ 46.1   
        
Ⅱ 評価・換算差額等       
 その他有価証券評価差額金   １４，０６９ 7.4   

 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益   △     ２ △0.0   

 為替換算調整勘定   △   ２１５ △0.1   

 評価・換算差額等合計   １３，８５１ 7.3   
        
Ⅲ 少 数 株 主 持 分   ８６１ 0.5   
 純 資 産 合 計   １０２，２１０ 53.9   

負 債 純 資 産 合 計   １８９，５５５ 100.0   
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（２）中間連結損益計算書 
（単位：百万円） 

 

前中間連結会計期間 

自 2005 年４月１日 

至 2005 年 9 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 2006 年４月１日 

 至 2006 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 

自 2005 年４月１日 

 至 2006 年 3 月 31 日 

       期 別 

 

科 目 

 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

 

Ⅰ売 上 高 62,141

％

100.0 63,091

％ 

100.0 135,627

％

100.0

Ⅱ売 上 原 価 44,346 71.4 45,738 72.5  96,188 70.9

  売 上 総 利 益 17,795 28.6 17,353 27.5 39,438 29.1

Ⅲ販売費及び一般管理費 14,101 22.7 14,405 22.8 29,730 21.9

営 業 利 益 3,693 5.9 2,948 4.7 9,708 7.2

Ⅳ営 業 外 収 益 593 1.0 719 1.1   1,138 0.8

  受取利息及び配当金 366 351  612

    持分法による投資利益 7 114  12

    連結調整勘定償却額 96 －  201

    負 の の れ ん 償 却 額 － 115  －

そ       の       他 122 138  312

Ⅴ営 業 外 費 用 614 1.0 706 1.1 1,661 1.2

支   払   利   息 234 275  471

そ       の       他 380 430  1,189

経  常  利  益 3,672 5.9 2,962 4.7 9,185 6.8

Ⅵ特 別 利 益 1,025 1.7 1,319 2.1 2,885 2.1

Ⅶ特 別 損 失 2,155 3.5 2,299 3.6 4,253 3.1

税金等調整前中間（当期）純利益  2,542 4.1 1,982 3.1 7,817 5.8

法人税、住民税及び事業税 1,786 2.9 1,574 2.5 4,477 3.3

法 人 税 等 調 整 額 △    835 △   1.3 △  1,056 △ 1.7 △  2,089 △ 1.5

少 数 株 主 利 益 （ 減 算 ） 65 0.1 179 0.3 257 0.2

中 間（当期 ）純利益 1,525 2.5 1,284 2.0 5,171 3.8
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（３）中間連結剰余金計算書 
 （単位：百万円） 

           期  別 
  
科  目 

 

前中間連結会計期間 
自 2005 年４月 １日 

至 2005 年 9 月３0 日 

金  額 

前連結会計年度 
自 2005 年４月 １日 

至 2006 年３月３１日 

金  額 

 
（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 
 
Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高 

自 己 株 式 処 分 差 益 
 
Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高 
 
 

（利益剰余金の部） 
Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 
 
Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 
連 結 子 会 社 の 決 算 期 変 更 
に 伴 う 増 加 額 

 
Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 
役 員 賞 与 
在外子会社の従業員奨励福利基金 
拠出による減少高 

 
Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高 

 
 

９，７１５ 
 

１４２ 
１４２ 

 
  ９，８５８ 

 
 
 

６４，０８３ 
 

１，５６０ 
１，５２５ 

３５ 
 
 

１，０１５ 
９２６ 
８８ 
―― 

 
 

６４，６２９ 
 

 
 

９，７１５ 
 

１２２ 
１２２ 

 
９，８３８ 

 
 
 

６４，０８３ 
 

５，２０７ 
５，１７１ 

３５ 
 
 

１，７４５ 
１，６５５ 

８８ 
０ 

 
 

６７，５４５ 
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（４）中間連結株主資本等変動計算書 

 
当中間連結会計期間（自 2006 年 4 月 1 日 至 2006 年 9 月 30 日） （単位：百万円） 

株主資本  
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

2006 年 3 月 31 日残高 12,460 9,838 67,545 △3,198 86,645 
中間連結会計期間中の変動額      
 利益処分による剰余金の配当   △917  △917 

利益処分による役員賞与の支給   △107  △107 
 中間純利益   1,284  1,284 
 自己株式の取得    △303 △303 
 自己株式の処分  175  774 949 
 連結範囲の変更   △52  △52 
 利益処分による在外子会社の従

業員奨励福利基金拠出   △1  △1 
中間連結会計期間中の変動額合計 － 175 206 470 851 
2006 年 9 月 30 日残高 12,460 10,014 67,751 △2,728 87,497 
 

評価・換算差額等  
その他  

有価証券  

評価差額金 

繰延  

ヘッジ  

損益 

為替換算

調整勘定 
評価・換算

差額等合計 

少数株主

持分 
純資産 

合計 

2006 年 3 月 31 日残高 11,921  － △209 11,711 1,229 99,587 
中間連結会計期間中の変動額       
 利益処分による剰余金の配当      △917 

利益処分による役員賞与の支給      △107 
 中間純利益      1,284 
 自己株式の取得      △303 
 自己株式の処分      949 
 連結範囲の変更      △52 
 利益処分による在外子会社の従

業員奨励福利基金拠出      △1 
株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額（純額） 2,147 △2 △5 2,139 △368 1,770 
中間連結会計期間中の変動額合計 2,147 △2 △5 2,139 △368 2,622 
2006 年 9 月 30 日残高 14,069 △2 △215 13,851 861 102,210 
 



（５）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

自 2005 年 4 月 1 日 

至 2005 年 9 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 2006 年 4 月 1 日 

至 2006 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 

 自 2005 年 4 月 1 日 

 至 2006 年 3 月 31 日 

 
        期  別 

 
科  目 金  額 金  額 金   額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 
税金等調整前中間（当期）純利益 
減価償却費 
減損損失 
連結調整勘定の償却額 
負ののれん償却額 
引当金の増減額 
前払年金費用の増減額 
持分法による投資利益 
受取利息及び受取配当金 
支払利息 
固定資産除却売却損益 
有価証券及び投資有価証券等評価損 
有価証券及び投資有価証券等売却損益 
資産及び負債の増減額 
その他 

２，５４２

３，８３２

２９１

△９６

－

△５８６

１３

△７

△３６６

２３４

４８２

０

△８５７

３４１

△６０７

 

１，９８２ 

４，３００ 

－ 

－ 

△１１５ 

△６６ 

△２１４ 

△１１４ 

△３５１ 

２７５ 

１，２１５ 

－ 

△８３２ 

△６０５ 

△５５７ 

７，８１７

７，８９８

６６１

△２０１

－

△６８５

４

△１２

△６１２

４７１

６１０

１

△１，５６８

１，１３５

△２８９

小     計 ５，２１５ ４，９１５ １５，２３０

利息及び配当金の受取額 
利息の支払額 
法人税等の支払額 

３７５

△２３４

△２，２７０

３５４ 

△２７２ 

△２，８０３ 

６２０

△４７６

△４，０６７

営業活動によるキャッシュ・フロー ３，０８６ ２，１９３ １１，３０７

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 
有形及び無形固定資産の取得による支出 
有形及び無形固定資産の売却による収入 
有形固定資産の撤去による支出 
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 
有価証券及び投資有価証券の売却による収入 
出資金の増減額 
短期及び長期貸付金の貸付 
短期及び長期貸付金の回収 
その他 

△６，２６５

４０８

△２４４

△３６

９２３

－

△０

２７

△３６６

 

△４，６０２ 

５２６ 

△２６０ 

△１，７０２ 

１，１１２ 

△２０７ 

△２０４ 

５３ 

△１０ 

△１２，０２６

１，８５５

△８１０

△４１７

１，９８６

－

△４

５５

△２８６

   投資活動によるキャッシュ・フロー △５，５５５ △５，２９５ △９，６４８

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 
短期借入金の調達による収入 
短期借入金の返済による支出 
長期借入金の調達による収入 
長期借入金の返済による支出 
社債の発行による収入 
自己株式の取得による支出 
自己株式の売却による収入 
配当金の支払額 
少数株主への配当金の支払額 

２，２６６

△１８０

４，５４０

△２，５８９

－

△１，７２２

２７６

△９２８

△２１

 

２，６８８ 

－ 

１，１２２ 

△２，６９４ 

－ 

△３０３ 

１，０６８ 

△９１７ 

△２５ 

７３２

△５，３５６

５，７６６

△４，８５２

４，９６３

△１，８０７

１，１４３

△１，６５７

△２１

財務活動によるキャッシュ・フロー １，６４１ ９３７ △１，０８８

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 
Ⅴ．連結子会社の決算期変更による 

現金及び現金同等物の減少額 
Ⅵ．現金及び現金同等物の増減額 
Ⅶ．現金及び現金同等物期首残高 
Ⅷ．現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 

△１９

△４

△８５１

６，００１

５，１５０

１９ 

 

－ 

△２，１４４ 

６，５４２ 

４，３９７ 

△２５

△４

５４０

６，００１

６，５４２

－16－ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社の数  ３２社  

主要会社名：錦商事㈱、クレハ運輸㈱、クレハ建設㈱、加古川プラスチックス㈱ 
クレハ合繊㈱、クレハプラスチックス㈱、㈱クレハ環境 
㈱クレハエンジニアリング、クレハロン・インダストリーB.V. 
クレハ・ヨーロッパ B.V. 、クレハ・アメリカ INC. 

なお、前連結会計年度において連結子会社でありましたクレハ・ケーピーエス INC.
は 2006 年 1 月 1 日にクレハ・アメリカ INC.との合併により連結の範囲から除外して

おります。 
（２）非連結子会社の数   ４社（主要会社名：錦興業㈱） 

なお、非連結子会社の総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金等は、いずれも少

額であり、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外

しております。 
 
２．持分法の適用に関する事項 
(１)持分法適用関連会社数 ２社 

会社名：南通匯羽豊新材料有限公司 
ルトガース・クレハ・ソルベンツ GmbH 

(２)持分法を適用していない非連結子会社４社及び関連会社４社は、それぞれ中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しております。 
 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
 連結子会社のうち、クレハロン・インダストリーB.V.、クレハ・ヨーロッパ B.V. 、ク

レハ・アメリカ INC.など８社の中間決算日は６月３０日であります。 
中間連結財務諸表作成に当たっては当該連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を

使用しておりますが、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
そ の 他 有 価 証 券 
  時価のあるもの・・・中間決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は 
主として移動平均法により算定） 
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  時価のないもの・・・主として移動平均法による原価法 
②デリバティブ・・・時価法 

但し、金利スワップ取引については、原則として繰延ヘッジ処 
理によっておりますが、特例処理の要件を満たすものについては、

特例処理によっております。 
③たな卸資産・・・主として総平均法による原価法 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産・・・当社及び国内連結子会社は、建物（建物附属設備を含む）は定 

額法により、その他のものは主として定率法によっております。 
在外連結子会社は主として定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物 10～50 年 
機械装置及び運搬具 7～15 年 
工具器具備品 4～10 年 

  ②無形固定資産・・・定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。また、在外連結子会社は、

主として債権の実態に応じ貸倒見積額を計上しております。 
     ②賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 
     ③役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見

込額に基づき、当中間連結会計期間に見合う分を計上しております。 
（会計方針の変更） 

当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成 17 年 11 月 29 日 企業会計基準第 4 号）を適用しております。 
この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利

益が、32 百万円減少しております。 
なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

④構造改革費用引当金 
2004 年 3 月期に着手した「物流最適化プロジェクト」推進の結果、自社及び委託

先在庫適正化に伴う資産処分及び営業補償に備えるため、必要額を計上しておりま

す。 
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⑤退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められ

る額を計上しております。 
なお、一部国内連結子会社の退職給付債務については、退職給付に係る自己都合

要支給額又は年金財政計算上の責任準備金を用いております。 
過去勤務債務は、その全額を発生年度に処理しております。 
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。 
⑥役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 
（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（５）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については特例処理に 

よっております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 
金利スワップ 借入金 

③ヘッジ方針 
変動金利の借入債務を固定金利に変換することによって、金利上昇リスクを回 

避し、調達コストの低減化を図り、キャッシュ・フローを固定化するため、金利

スワップ取引を行っております。なお、当該取引は社内管理規程に従って行って

おります。 
④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎として、ヘッジ有効性を評価

しております。但し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価

を省略しております。 
（６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
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中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 
 
 

会計方針の変更 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 
当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第 5 号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第 8 号）を適用しております。 
これによる損益に与える影響はありません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 101,351 百万円であります。 

 
中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結財務

諸表は、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 
なお、この改正による表示方法の変更は以下のとおりであります。 

（中間連結貸借対照表） 
「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「負ののれん」として表示してお

ります。 
（中間連結損益計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書） 
「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間から「負ののれん償却額」とし

て表示しております。 
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注記事項 
 
 

（中間連結貸借対照表関係） （単位：百万円） 
 前中間連結会計期間末 

(2005 年 9 月 30 日現在) 
当中間連結会計期間末 
(2006 年 9 月 30 日現在) 

前連結会計年度 
(2006 年３月 31 日現在) 

有形固定資産減価償却累計額 １５４，１７５ １４７，４８３ １５２，１２８ 
担 保 資 産 ４４，２０８ ４３，３３３ ４２，８５９ 
保 証 債 務 ６８５ ６０２ ６４５ 
受 取 手 形 割 引 高 １１４ １１７ １２７ 
輸 出 手 形 割 引 高 ―― ２６ ９６ 

 
 

（中間連結損益計算書関係） （単位：百万円） 
 前中間連結会計期間 

自 2005 年４月１日 

至 2005 年 9 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 2006 年４月１日 

 至 2006 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 

自 2005 年４月１日 

 至 2006 年 3 月 31 日 

特別利益の主要項目    
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ８７０ ８３３ １，５９９ 
固 定 資 産 売 却 益 １２２ ４２３ １，１１２ 

特別損失の主要項目    
固 定 資 産 除 却 売 却 損 ６０４ １，６３９ １，７２２ 
た な 卸 資 産 評 価 損 ―― ３３９ １４ 
減 損 損 失 ２９１ ―― ６６１ 
構 造 改 革 費 用 ５６０ ―― ５７３ 
和 解 金 ５６５ ―― ５６５ 

 
 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 
当中間連結会計期間（自 2006 年 4 月 1 日  至 2006 年 9 月 30 日） 

1．発行済株式に関する事項  
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 190,533,909 ―― ―― 190,533,909 
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２．自己株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（株） 6,977,158 600,505 1,688,800 5,888,863 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 
単元株式の市場買付 582,000 株及び単元未満株式の買取 18,505 株 

 
減少数の内訳は、次の通りであります。 

連結子会社が売却した自己株式（当社株式）の当社帰属分 1,687,200 株 
単元未満株式の売却 1,600 株 

 
３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
 

４．配当に関する事項 
（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 
2006 年 6 月 28 日 
定時株主総会 

普通株式 917 百万円 5 円 
2006 年 
3 月 31 日 

2006 年 
6 月 28 日 

 
（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金  

の総額 
１株当た

り配当額 
基準日 効力発生日 

2006 年 10 月 16 日

取締役会 
普通株式 利益剰余金 830 百万円 4.5 円 

2006 年 
9 月 30 日 

2006 年 
12 月 4 日 

 
 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記さ

れている科目の金額との関係 
    （単位：百万円） 

 前中間連結会計期間

自 2005 年４月１日 

至 2005 年 9 月 30 日 

当中間連結会計期間 

自 2006 年４月１日 

 至 2006 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 

自 2005 年４月１日 

 至 2006 年 3 月 31 日 

現 金 及 び 預 金 勘 定 ５，１５０ ４，３９７ ６，５４２ 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 ５，１５０ ４，３９７ ６，５４２ 
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① セ グ メ ン ト 情 報 
 

1．事業の種類別セグメント情報 
 
前中間連結会計期間(自 2005 年 4 月 1 日 至 2005 年 9 月 30 日)  

機能製品 化学製品 樹脂製品 その他 消去又は 

  事    業 事    業 事    業 事  業 
計 

全    社 
連 結 

 売上高及び営業損益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売 上 高 

    （１）外部顧客に対する売上高 14,999  14,960 21,964 10,217 62,141  ―― 62,141 

    （２）セグメント間の内部売上高 

     又は振替高 
241 65 424 6,116 6,848  (6,848) ――

 計 15,241  15,025 22,389 16,334 68,990  (6,848) 62,141 

   営 業 費 用 13,595  12,903 22,604 15,910 65,013  (6,565) 58,447 

   営業利益又は営業損失（△） 1,646  2,122 △ 215 423 3,977  (283) 3,693 

 
当中間連結会計期間(自 2006 年 4 月 1 日 至 2006 年 9 月 30 日) 

機能製品 化学製品 樹脂製品 その他 消去又は 

  事    業 事    業 事    業 事  業 
計 

全    社 
連 結 

 売上高及び営業利益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売 上 高 

    （１）外部顧客に対する売上高 16,654  13,859 22,825 9,752 63,091  ―― 63,091 

    （２）セグメント間の内部売上高 

      又は振替高 
355 95 684 6,909 8,045  (8,045) ――

 計 17,009  13,954 23,510 16,662 71,137  (8,045) 63,091 

   営 業 費 用 15,390  12,743 23,314 16,292 67,741  (7,597) 60,143 

   営 業 利 益 1,619  1,210 195 369 3,395  (447) 2,948 

 
前連結会計年度(自 2005 年 4 月 1 日 至 2006 年 3 月 31 日) 

機能製品 化学製品 樹脂製品 その他 消去又は 

  事    業 事    業 事    業 事  業 
計 

全    社 
連 結 

 売上高及び営業利益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売 上 高 

    （１）外部顧客に対する売上高 31,578  31,294 45,261 27,492 135,627  ―― 135,627 

    （２）セグメント間の内部売上高 

     又は振替高 
496  135 978 14,944 16,555  (16,555) ――

 計 32,074  31,430 46,239 42,437 152,182  (16,555) 135,627 

   営 業 費 用 28,151  27,937 45,632 40,336 142,058  (16,139) 125,918 

   営 業 利 益 3,923  3,493 607 2,100 10,123  (415) 9,708 

 
（注）１．事業区分の方法 
     機能製品事業、化学製品事業、樹脂製品事業の３事業とその他事業にセグメンテーションしております。 

２．各事業区分の主要製品及び役務の名称 

事業区分 主 要 製 品 等 

機事 
能 
製 
品業 

PPS 樹脂、ふっ化ビニリデン樹脂 
制電樹脂、機能性コンパウンド、光学材料 
炭素繊維、球状活性炭、特殊炭素材料 
金属蒸着フィルム 

 

化事 
学 
製  
品業  

か性ソーダ、塩酸、液体塩素、次亜塩素酸ソーダ 
モノクロルベンゼン、パラジクロルベンゼン、オルソジクロルベンゼン 
クレスチン、クレメジン、コバルジン 
ラブサイド、DDVP、メトコナゾール、イプコナゾール 
粒状培土、園芸培土 

樹事 
脂 
製 
品業 

塩化ビニリデン・フィルム、塩化ビニリデン・コンパウンド 
熱収縮多層フィルム、非収縮多層フィルム、多層ボトル、ハイバリア・ラミネート基材 
NEW クレラップ、流し台用水切りゴミ袋、掃除機用紙パック、プラスチック製保存容器 
ふっ化ビニリデン釣糸、自動充填結紮機 

そ事 
の 
他業 

環境修復及び産業廃棄物の処理、産業設備の設計・工事監理業務 
土木・建築工事の施工請負業務、運送及び倉庫業務 
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３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 （会計方針の変更）」に記載の通り、当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日 企業会計基準第４号）を適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「機能製品事業」が 7 百万円、「化学製品事業」が 7 百

万円、「樹脂製品事業」が 9 百万円、「その他事業」が 7 百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

 

 

2．所在地別セグメント情報 
 
前中間連結会計期間(自 2005 年 4 月 1 日 至 2005 年 9 月 30 日) 

 日本 ヨーロッパ その他の地域 計 消去又は全社 連結 

売上高及び営業損益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売上高   

   (1)外部顧客に対する売上高 56,886 4,143 1,112 62,141 ―― 62,141

   (2)セグメント間の内部売上高 

    又は振替高 
1,326 42 323 1,692 (1,692) ――

 計 58,212 4,185 1,435 63,834 (1,692) 62,141

   営 業 費 用 54,979 4,222 843 60,044 (1,596) 58,447

   営業利益又は営業損失（△） 3,233 △ 36 592 3,789 (95) 3,693

 
 
当中間連結会計期間(自 2006 年 4 月 1 日 至 2006 年 9 月 30 日) 

 日本 ヨーロッパ その他の地域 計 消去又は全社 連結 

売上高及び営業利益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売上高 

   (1)外部顧客に対する売上高 57,164 4,627 1,299 63,091 ―― 63,091

   (2)セグメント間の内部売上高 

    又は振替高 
1,766 48 319 2,134 (2,134) ――

 計 58,930 4,676 1,619 65,226 (2,134) 63,091

   営 業 費 用 56,860 4,403 1,007 62,271 (2,127) 60,143

   営 業 利 益 2,069 273 611 2,955 (6) 2,948

 
 
前連結会計年度(自 2005 年 4 月 1 日 至 2006 年 3 月 31 日) 

 日本 ヨーロッパ その他の地域 計 消去又は全社 連結 

売上高及び営業利益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売上高   

   (1)外部顧客に対する売上高 124,467 8,682 2,476 135,627 ―― 135,627

   (2)セグメント間の内部売上高 

    又は振替高 
3,135 85 685 3,906 (3,906) ――

 計 127,603 8,767 3,162 139,533 (3,906) 135,627

   営 業 費 用 119,246 8,690 1,816 129,754 (3,835) 125,918

   営 業 利 益 8,356 77 1,345 9,778 (70) 9,708

 

(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

  ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

（１）ヨーロッパ…………イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、ベルギー 

（２）その他の地域………アメリカ合衆国、中国 
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３．海 外 売 上 高 
 

前中間連結会計期間（自 2005 年 4 月 1 日 至 2005 年 9 月 30 日） 

 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高 

百万円 

 

7,156 

百万円

 

4,400

百万円

 

2,036

百万円 

 

13,593 

Ⅱ．連結売上高    62,141 

Ⅲ．連結売上高に占める 

 海外売上高の割合（％） 
    11.5    7.1    3.3        21.9 

 

 当中間連結会計期間（自 2006 年 4 月 1 日 至 2006 年 9 月 30 日） 

 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高 

百万円 

 

6,136 

百万円

 

5,076

百万円

 

1,869

百万円 

 

13,082 

Ⅱ．連結売上高    63,091 

Ⅲ．連結売上高に占める 

 海外売上高の割合（％） 
    9.7    8.0    3.0        20.7 

 

前連結会計年度(自 2005 年 4 月 1 日 至 2006 年 3 月 31 日) 

 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高 

百万円 

 

15,088 

百万円 

 

8,901

百万円

 

4,053

百万円 

 

28,043 

Ⅱ．連結売上高   135,627 

Ⅲ．連結売上高に占める 

 海外売上高の割合（％） 
  11.1   6.6   3.0     20.7 

 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 

（１）ヨーロッパ………イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、ベルギー 

（２）ア ジ ア………中国 

（３）その他の地域……アメリカ合衆国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

 

 

② リ ー ス 取 引 
 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 
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③ 有 価 証 券 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

２００５年９月３０日現在 ２００６年９月３０日現在 ２００６年３月３１日現在 

   

取得原価 中間連結

貸借対照

表計上額 

差額 取得原価 中間連結

貸借対照

表計上額 

差額 取得原価 連  結  

貸借対照

表計上額 

差額 

株式 8,320 24,755 16,434 8,497 32,384 23,887 8,232 28,556 20,324 

   
２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位：百万円） 
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

2005 年 9 月 30 日現在 2006 年 9 月 30 日現在 2006 年 3 月 31 日現在 

 

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 

優先出資証券 

劣後債 

割引金融債 

 
２，１３１ 
１，０００ 

５００ 
５ 

 
２，１１５ 
１，０００ 

  
５ 

 
    ２，１１６ 
    １，０００ 

５００ 
５ 

 
 
④ デリバティブ取引 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 
 



 
－２７－ 

５．生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 

生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

当中間連結会計期間 

 自 2006年４月１日 

至 2006年９月30日  事業区分 

生産高(百万円) 対前年同期比(％) 

機能製品事業  １２,７６８ ＋１４．０ 

化学製品事業  １０,８０８  △１２．９ 

樹脂製品事業 １９,４９４ ＋６ ．０ 

合計  ４３,０７１  ＋２．６ 

(注)１ 金額は平均販売単価によっております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

その他事業のうち、土木・建築工事の施工請負等の受注実績は次のとおりであります。なお、

これ以外の製品については見込生産を行っております。 

当中間連結会計期間 

 自 2006年４月１日 

至 2006年９月30日 
事業区分 

受注高(百万円) 対前年同期比(％) 受注残高(百万円) 対前年同期比(％)

その他事業   ７,９０５ ＋２７．７ １１,５４３ ＋９６．１  

(注)  上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

当中間連結会計期間 

 自 2006年４月１日 

至 2006年９月30日 
事業区分 

販売高(百万円) 対前年同期比(％) 

機能製品事業  １６,６５４ ＋１１．０ 

化学製品事業 １３,８５９   △７．４ 

樹脂製品事業  ２２,８２５  ＋３．９ 

その他事業  ９,７５２  △４．５ 

合計  ６３,０９１ ＋１．５ 

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。  
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１．2006 年 9 月中間期の業績(2006 年 4 月 1 日～2006 年 9 月 30 日) 

(1)経営成績                      (注)百万円未満は切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営業利益 経常利益 

 

2006年9月中間期 

2005年9月中間期 

百万円    ％ 

 39,384      0.3   

         39,268      2.9 

百万円    ％ 

1,877   △31.4 

          2,737     19.9 

百万円    ％ 

2,447   △21.0 

          3,097     23.8 

2006 年 3 月期          81,799                 5,908              6,117 

 

 
中間(当期)純利益 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 

 

2006年9月中間期 

2005年9月中間期 

百万円    ％ 

 775  △49.8 

          1,544     51.4 

円   銭 

          4  19 

                  8  30 

2006 年 3 月期           3,741                   19  94  
(注)①期中平均株式数 2006 年 9 月中間期 185,065,267 株 2005 年 9 月中間期 186,251,155 株 2006 年 3 月期 185,123,866 株 
   ②会計処理の方法の変更  無 

    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)財政状態 

 総 資 産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 

2006年9月中間期 

2005年9月中間期 

百万円 

 149,936 

         138,717 

百万円 

93,011 

          86,793 

％ 

      62.0 

           62.6 

円   銭

 503  73 

         472  75 

2006 年 3 月期          147,591           91,196            61.8          492  03 
(注)①期末発行済株式数 2006 年 9 月中間期 184,645,046 株  2005 年 9 月中間期 183,593,155 株  2006 年 3 月期 185,243,951 株 

  ②期末自己株式数  2006 年 9 月中間期   5,888,863 株  2005 年 9 月中間期   6,940,754 株 2006 年 3 月期   5,289,958 株 

 

２．2007 年 3 月期の業績予想(2006 年 4 月 1 日～2007 年 3 月 31 日) 

 
売 上 高 経常利益 当期純利益 

 

通  期 

百万円 

        84,000 

百万円

         7,000 

百万円

         3,800 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 20 円 58 銭 

 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

2006 年 3 月期 4.00     5.00        9.00 

2007 年 3 月期（実績）       4.50         － 

2007 年 3 月期（予想）     －        4.50 
9.00 

※ 上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 

  当社の事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想数値

と異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料を参照して下さい。 

 



                           －1－

 
個 別 中 間 財 務 諸 表 等 

 

（１）中間貸借対照表                       （単位：百万円） 
前中間会計期間末 

(2005年9月30日現在) 
当中間会計期間末 

(2006年9月30日現在) 
前事業年度要約貸借対照表 
（2006年３月31日現在） 

        期  別 

 
  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
  
  
Ⅰ 

 
〈 資 産 の 部 〉 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
た な 卸 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 
 

３，０２１ 
４３０ 

１７，９８８ 
１０ 

１２，９４４ 
９，０９７ 

△    ３１ 

 
% 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

２，６４２ 
５４６ 

１８，９０７ 
－ 

１４，０８７ 
７，７４１ 

△    ２２ 

 
% 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

４，５５３ 
３４５ 

１９，６０７ 
５００ 

１４，０７４ 
７，２９１ 

△    ３１ 

 
% 

 
 
Ⅱ 
１． 

流 動 資 産 合 計 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 

建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
そ の 他 

４３，４６１ 
 
 
 

１０，０１０ 
６，５５１ 

１７，３４４ 
７，３２８ 
７，３０７ 
１，４４８ 

31.3 
 
 
 
 
 
 
 
 

４３，９０２ 
 
 
 

１０，２７１ 
８，１２７ 

２２，７９９ 
６，９７３ 
１，５６１ 
１，５２５ 

29.3 
 
 
 
 
 
 
 

４６，３３９ 
 
 
 

９，８８５ 
６，３５８ 

１６，７６９ 
６，９７８ 

１０，５７７ 
１，５０８ 

31.4 

 
 
２． 

有形固定資産合計 
 

無 形 固 定 資 産 
 

４９，９９１ 
 

１，７４５ 
 

36.0 
 

1.3 

５１，２５９ 
 

１，２５３ 

34.2 
 

0.8 

５２，０７６ 
 

１，４６７ 

35.3 
 

1.0 

３． 投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
投資損失引当金 

 
３４，６７９ 
９，０８２ 

△ ２４２ 
   － 

 
 
 

 
４４，６０３ 
９，３５２ 

△ ２０４ 
△ ２５０ 

 
 

 
３９，１８３ 
８，９５４ 

△ ２０４ 
△ ２５０ 

 
 
 
 

 投資その他の資産合計 ４３，５１９ 31.4 ５３，５０１ 35.7 ４７，６８３ 32.3 
９５，２５６ 

 
 

－ 

68.7 
 
 
 

１０６，０１５ 
 
 

１８ 

70.7 
 
 
 

１０１，２２７ 
 
 

２４ 

68.6 
 
 

 

 
 
Ⅲ 

固 定 資 産 合 計 
 

繰 延 資 産 
社 債 発 行 費 
繰 延 資 産 合 計 － － １８ 0.0 ２４ 0.0 

資 産 合 計 １３８，７１７ 100.0 １４９，９３６ 100.0 １４７，５９１ 100.0 

 
 
 
 
 
 
 



                           －2－

 
 
 
 
 
      （単位：百万円） 

前中間会計期間末 
(2005年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(2006年9月30日現在) 

前事業年度要約貸借対照表 
（2006年3月31日現在） 

        期  別 

 
  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
 
 
Ⅰ 

 
〈 負 債 の 部 〉 
流 動 負 債 

買 掛 金 
短 期 借 入 金 
未 払 法 人 税 等 
賞 与 引 当 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
構造改革費用引当金 
そ の 他 

 
 
 

６，９３２ 
１７，３４６ 
１，０３０ 

９３２ 
－ 

５６０ 
９，２７３ 

 
% 

 
 
 
 
 

 
 
 

９，１５７ 
１３，５４８ 

４９３ 
９１３ 
２５ 

２７６ 
１２，２９２ 

 
% 

 
 
 
 
 

 
 
 

８，８７５ 
１１，８３３ 
１，３５５ 

９００ 
－ 

５３９ 
１２，１９１ 

 
% 

 
 
 
 

 

 
 
Ⅱ 

流 動 負 債 合 計 
 
固 定 負 債 

社 債 
長 期 借 入 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 
繰 延 税 金 負 債 

３６，０７４ 
 
 

－ 
９，８９５ 

１７２ 
２６９ 

５，５１３ 

 26.0 
    
    
 
 
 
 

３６，７０５ 
 
 

５，０００ 
７，０５６ 

１８４ 
３４１ 

７，６３５ 

 24.5 
    
 
 
 
 

３５，６９５ 
 
 

５，０００ 
８，５６２ 

１８５ 
３０３ 

６，６４８ 

24.2 

 固 定 負 債 合 計 １５，８５０  11.4 ２０，２１８ 13.5 ２０，６９８ 14.0 
 負 債 合 計 ５１，９２４ 37.4 ５６，９２４ 38.0 ５６，３９４ 38.2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                           －3－

 
 
 

 
（単位：百万円） 

前中間会計期間末 
(2005年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(2006年9月30日現在) 

前事業年度要約貸借対照表 
（2006年3月31日現在） 

        期  別 

 

  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
 
 

１２，４６０ 
 
 

９，７０３ 
０ 

 
% 

9.0 
 
 
 
 
 

 
 

－ 
 
 

－ 
－ 

 
% 
－ 

 
 
 
 
 

 
 

１２，４６０ 
 
 

１０，２０３ 
０ 

 
% 

8.4 
 
 
 
 
 

９，７０３ 
 
 

３，１１５ 
４０，２８０ 
１５，８４９ 

7.0 
 
 
 
 
 

－ 
 
 

－ 
－ 
－ 

－ 
 
 
 
 
 

１０，２０３ 
 
 

３，１１５ 
４０，２８０ 
１７，３１１ 

6.9 
 
 
 
 
 

５９，２４４ 
 

８，５４９ 
 

△ ３，１６４ 

42.7 
 

6.2 
 

△2.3 

－ 
 

－ 
 

－ 

－ 
 

－ 
 

－ 

６０，７０７ 
 

１０，２５１ 
 

△  ２，４２５ 

41.1 
 

7.0 
 

△1.6 

 
 

Ⅰ 
 

Ⅱ 
 
 
 
 

Ⅲ 
 
 
 
 
 

Ⅳ 
 

Ⅴ 
 

 
〈 資 本 の 部 〉 
資 本 金 

 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 
資 本 剰 余 金 合 計 

 
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
任 意 積 立 金 
中間（当期）未処分利益 
利 益 剰 余 金 合 計 

 
その他有価証券評価差額金 

 
自 己 株 式 

資 本 合 計 ８６，７９３ 62.6 － － ９１，１９６ 61.8 
 負 債 資 本 合 計  １３８，７１７ 100.0 － － １４７，５９１ 100.0 

   
         
         

１２，４６０ 
         
 

１０，２０３ 
      ０ 

 
 
 

8.3 
 
 
 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

 １０，２０３ 
 

 
３，１１５ 

 
４０，２８０ 
１７，１１１ 

6.8   

  ６０，５０６ 
 

△  ２，７２８ 

40.4 
 
△1.8 

  

  ８０，４４２ 
 
 
１２，５７２ 

△       ２ 

53.7 
 
 
8.3 

△0.0 

  

  １２，５６９ 8.3   

 
 
Ⅰ 
１． 
 
２． 
 
 
 

 
３． 
 
 
 
 
 
 
 
 
４． 
 
 
 
Ⅱ 

 
〈 純 資 産 の 部 〉 
株 主 資 本 
資 本 金 
 
資 本 剰 余 金 
(1) 資  本  準  備  金 
(2) その他資本剰余金 

資 本 剰 余 金 合 計 
 
利 益 剰 余 金 
(1)利 益 準 備 金 
(2)その他利益剰余金 
  別 途 積 立 金 
  繰越利益剰余金 

利 益 剰 余 金 合 計 
 
自 己 株 式 
 
株 主 資 本 合 計 
 
評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 

評価･換算差額等合計 
純 資 産 合 計   ９３，０１１ 62.0   

 負 債 純 資 産 合 計          １４９，９３６ 100.0   



（２） 中間損益計算書    　（単位：百万円）

金 額  百分比 金 額  百分比 金 額  百分比

％ ％ ％

Ⅰ 39,268 100.0 39,384 100.0 81,799 100.0

Ⅱ 25,123 64.0 26,106 66.3 51,781 63.3

14,145 36.0 13,277 33.7 30,017 36.7

Ⅲ 11,407 29.1 11,400 28.9 24,109 29.5

2,737 7.0 1,877 4.8 5,908 7.2

Ⅳ 911 2.3 1,197 3.0 1,641 2.0

54 53 106

698 1,010 1,184

158 132 350

Ⅴ 551 1.4 626 1.6 1,432 1.8

137 120 266

　　　　　 － 41 5

413 464 1,160

3,097 7.9 2,447 6.2 6,117 7.5

Ⅵ 660 1.7 457 1.2 2,708 3.3

521 300 1,250

122 126 1,403

15 　　　　　 － 　　　　　 －

　　　　　 － 30 53

Ⅶ 1,474 3.8 1,959 5.0 3,258 4.0

564 1,571 1,540

　　　　　 － 339 　　　　　 －

　　　　　 － 　　　　　 － 356

560 　　　　　 － 573

282 　　　　　 － 282

　　　　　 － 　　　　　 － 250

67 48 255

2,282 5.8 945 2.4 5,566 6.8

1,125 2.9 615 1.6 2,310 2.8

△ 387 △ 1.0 △ 444 △ 1.1 △  484 △ 0.6

1,544 3.9 775 2.0 3,741 4.6

14,304 14,304

　　　　　 － 734

15,849 17,311

当中間会計期間 前事業年度

要約損益計算書

　　自2005年4月1日 　　自2006年4月1日 　　自2005年4月1日

至2006年9月30日 至2006年3月31日

前中間会計期間

至2005年9月30日

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

期　　別

　　科　　目

売 上 高

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

構 造 改 革 費 用

受 取 配 当 金

そ の 他

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

受 取 利 息

売 上 原 価

中 間 配 当

法 人 税 等 調 整 額

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

中間 (当期 )未処分利益

税引前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

前 期 繰 越 利 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

固 定 資 産 除 却 売 却 損

特 別 損 失

経 常 利 益

社 債 利 息

減 損 損 失

そ の 他

た な 卸 資 産 評 価 損

売 上 総 利 益

営 業 利 益

そ の 他

営 業 外 収 益

固 定 資 産 売 却 益

和 解 金

そ の 他

投 資 損 失 引 当 金 繰 入

－4－ 
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（３） 中間株主資本等変動計算書 

 

当中間会計期間(自 2006年４月１日 至 2006年９月30日)          （単位：百万円） 
株主資本 

資本剰余金  
資本金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

2006年３月31日残高 12,460 10,203 0  10,203 

中間会計期間中の変動額      

自己株式の処分   0  0 

中間会計期間中の変動額合計  ―  ―  0  0 

2006年９月30日残高 12,460 10,203 0  10,203 

  
 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 
   

利益準備金 
別途積立金 繰越利益剰余金

利益剰余金合計
自己株式 株主資本合計

2006年３月31日残高 3,115  40,280 17,311 60,707 △2,425  80,945 

中間会計期間中の変動額         

利益処分による剰余金の配当    △926 △926   △926 

利益処分による役員賞与の支給    △50 △50   △50 

中間純利益    775 775   775 

自己株式の取得      △303 △303 

自己株式の処分      0  0 

中間会計期間中の変動額合計  ―   ―  △200 △200 △302  △503 

2006年9月30日残高 3,115  40,280 17,111 60,506 △2,728  80,442 

 
  

評価・換算差額等 純資産合計 
  その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算 
差額等合計  

2006年３月31日残高 10,251 ― 10,251  91,196 

中間会計期間中の変動額      

利益処分による剰余金の配当     △926 

利益処分による役員賞与の支給     △50 

中間純利益     775 

自己株式の取得     △303 

自己株式の処分     0 
株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 2,321 △2 2,318  2,318 

中間会計期間中の変動額合計 2,321 △2 2,318  1,815 

2006年９月30日残高 12,572 △2 12,569  93,011 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（１）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 …移動平均法による原価法 
その他有価証券 

時価のあるもの      …中間決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく 
時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの …移動平均法による原価法 

（２）デリバティブ …時価法 
但し、金利スワップ取引については、原則として繰延ヘッジ処理

によっておりますが、特例処理の要件を満たすものについては、特

例処理によっております。 
（３）たな卸資産 …総平均法による原価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 

建物（建物附属設備を含む） …定額法 
上記以外 …定率法 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物           …１５～５０年 
    構築物          …１０～４５年 
    機械及び装置       … ７～１５年 
    その他の有形固定資産   … ４～１０年 
（２）無形固定資産  

定額法 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。 
 
３．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 
（２）投資損失引当金 

関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態及び回収可

能性を勘案して必要額を計上しております。 
（３）賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 
（４）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額

に基づき、当中間会計期間に見合う分を計上しております。 
（会計方針の変更） 

当中間会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17 年 11 月 29 日 企業会計基準第 4 号）を適用しております。 
この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益が、

25 百万円減少しております。 
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（５）構造改革費用引当金 
2004 年 3 月期に着手した「物流最適化プロジェクト」推進の結果、自社及び委託

先在庫適正化に伴う資産処分及び営業補償に備えるため、必要額を計上しておりま

す。 
（６）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計

上しております。 
過去勤務債務は、その全額を発生年度に処理しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定

額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 
（７）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 
 
４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
５．ヘッジ会計の方法 
（１）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については特例処理によっ

ております。 
（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 
金利スワップ 借入金 

（３）ヘッジ方針 
変動金利の借入債務を固定金利に変換することによって、金利上昇リスクを回避

し、調達コストの低減化を図り、キャッシュ・フローを固定化するため、金利スワ

ップ取引を行っております。なお、当該取引は社内管理規程に従って行っておりま

す。 
（４）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎として、ヘッジ有効性を評

価しております。 
但し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略して

おります。 
 
６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 
税抜方式によっております。 
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会計方針の変更 
 
 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 
   当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第 5 号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計

基準適用指針第 8 号）を適用しております。 
   これによる損益に与える影響はありません。 
   なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 93,014 百万円であります。 
   中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後の中

間財務諸表等規則により作成しております。 
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注 記 事 項                                                   

   

 

（中間貸借対照表関係） 

有形固定資産の減価償却累計額 

担保資産 

保証債務 

輸出手形割引高 

 

      

前中間会計期間 

１０９，８３５

３６，９４４

４，３１５

       

 当中間会計期間 

１０２，６７７ 

３７，１１１ 

４，１６８ 

４ 

      

（単位：百万円） 

  前事業年度 

１０７，４２６

３６，３６６

４，１１０

３０

   （単位：百万円） 

（中間損益計算書関係）    前中間会計期間       当中間会計期間        前事業年度 

研究開発費の総額 ３，０７５ ２，８９７ ７，０８８

 
（中間株主資本変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 2006 年４月１日  至 2006 年 9 月 30 日） 

自己株式に関する事項                                       

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 5,289,958 600,505 1,600 5,888,863

 （変動事由の概要） 

   増加数の内訳は、次の通りであります。 

単元株式の市場買付 582,000 株及び単元未満株式の買取 18,505 株 

 

減少数の内訳は、単元未満株式の売却によるものであります。 

 

 

有 価 証 券 関 係 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連

会社株式で時価のあるものはありません。 
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